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In this study, the authors have investigated calculation method of performance degradation rate of heat source equipment using 
multivariate analysis. In this paper, considering the improvement of calculation accuracy of multivariate analysis by reviewing it. The 
improved multivariate analysis showed the high accuracy about calculating of performance degradation rate. The degradation rates 
estimated from BEMS data were 7.4-8.8%. 
 
１． はじめに 
建築設備の耐用年数は建物よりも短く、また、経年

とともに性能が低下していくことが一般的であり、適

切な建築設備の修繕・更新にあたっては故障や経年に

よる性能低下を予測する必要がある。本研究では、こ

れまで重回帰式を用いた熱源機の性能低下率の算出手

法について検討を行ってきた[1]。本報では、既往研究[2]

を参考に重回帰式を見直し、算出精度の向上を試みた。 
 
２．分析対象 
 分析対象は夜間蓄熱方式の事務所建築（地上 4 階、

地下 1 階）に設置された一般系統の 2 台のブラインチ

ラー（以降 BC-1-1、BC-1-2）である。建物概要および

空調システム図を図-1に示す。BCは建物改修時の1997
年に設置され、現在まで大きな運用変更は行われるこ

となく使用されている。BC に関連するデータは設置当

初からの日報記録（手書きにより平日 10:00 に記録）と

2015 年より本建物に導入された BEMS に蓄積された 1
時間おきの記録があり、本研究における分析には

BEMS データを使用した。 
 
３. 分析方法 
 既報[1]では、メーカーカタログ[3]に記載された能力表

を用い、入力電力[kW]を目的変数、冷却能力[kW]・ブ

ライン出口温度[℃]・外気温度[℃]を説明変数として経

年劣化のない新設時の稼働特性を表す重回帰式を求め、

回帰式により算出した入力電力（以降、計算値）と

BEMS の電力量記録値（以降、実測値）の比から熱源

機の性能低下率を試算した。しかし、ここで用いた重

回帰式は一次式であったため、説明変数に対して入力

電力が曲線的に変化する場合に算出値に誤差が生じる。 

 
図-1  建物概要および空調システム図 

 
そこで既往研究[2]を参考に、説明変数の二乗項および

交差項を追加した重回帰式を求め、その算出精度を検

証した。重回帰式の導出に当たっては、P 値によって判

断する変数増減法と変数減増法を用い、説明変数の取

捨選択を行った。また、ブラインチラーは出口温度が

氷点下になる場合があるため、出口温度を絶対温度[K]
とした場合の検討も行った。 
 
E =	α!	Q + α"	t +	α#	t$% +	α&	Q" +	α(	t" +	α)	t$%" 
													+	α*	Q	t +	α+	Q	t$% +	α,t	t$% + 𝛼!-・・・・(1)	
	
E：入力電力[kW]   Q：冷却能力[kW]   t：外気温度[℃] 

t!":ブライン出口温度[℃ または K] 

 
４. 分析結果 
４−１ 回帰式の導出と妥当性の確認 
 説明変数の取捨選択の結果、採用した説明変数を表-
1、求めた重回帰式を表-2 に示す。さらに、求めた重回

帰式が初期性能値を表す式として妥当であるかを判定

するため、既報と同様に試験成績書記載の数値を代入

し、計算値と試験成績書記載の数値との誤差を算出し

た。算出結果を表-3 に示す。試験成績書の数値と計算 
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BC-1-1 BC-1-2 値の誤差は、出口温度を摂氏温度とした変数増減法の

場合 0.01〜0.40kW、変数減増法の場合 0.23〜0.44kW、

出口温度を絶対温度とした変数増減法の場合 0.08〜
0.30kW、変数減増法の場合 0.31〜0.53kW となり、いず

れも既報で示した重回帰式の誤差 1.8kW を下回ったこ

とより、算出精度の向上が図れたと考えられる。また、

出口温度を摂氏温度とした場合、絶対温度とした場合

ともに、変数増減法を用いた手法の方が誤差は小さく

なった。 
表-1 採用した説明変数 

 
表-2 導出した重回帰式 

 
表-3 試験成績書記載の入力電力と計算値 

 
 
４−２ 計算値と実測値の比較と性能低下率の算出 
新たに求めた回帰式に BEMS データより説明変数項

目を代入し、計算値と実測値の比較をするとともに性

能低下率の算出を行った。最も誤差の小さかった出口

温度を絶対温度として変数増減法を用いた場合の重回

帰式の計算値と実測値を比較した結果を図-2 に示す。

なお、既報と同様に 2016〜2018 年における電力 25kW
以上・出入口温度差 3℃以上・昼夜間運転の切り替え時

（7:00、8:00、21:00、22:00）以外のデータを使用した。

既報と比較すると、プロットの集合の傾きはわずかに

緩やかになっており、既報で見られた外れ値は少なく

なっている。さらに、式(2)より性能低下率を算出した

結果の年ごとの平均値を表-4 に示す。2016〜2018 年の

性能低下率の平均値は 7.4〜8.8%程度となった。 

η =	,1 − #!
#
/ × 100・・・(2)	

𝜂：性能低下率[%]	 	 P$：計算値[kW・h/h]	 P：実測値[kW・h/h] 

  

 

図-2 計算値と実測値の比較（出口温度[K]：変数増減法） 
 
表-4 初期性能からの性能低下率の年ごとの平均値 

 
 
５. まとめ 
本報では、重回帰式を用いた性能低下率の算出につ

いて、以下の結果を得た。 
・二乗項・交差項の追加および変数の取捨選択を行う

ことで、試験成績書の記録値と計算値の誤差は小さ

くなり、外れ値も少なくなる。 
・2016〜2018 年の性能低下率は初期性能に対し 7.4〜

8.8%程度となる。 
 ただし、ここでの性能低下率の算出は BEMS 設置後

の 2016〜2018 年のみであり、熱源機の設置から BEMS
が導入されるまでの性能低下については日報を分析す

る必要がある。しかし、日報の記録項目は BEMS より

も少ない。そこで今後は、日報記録に本報と同様の重

回帰式の適用可否や欠損項目の補完が可能であるかな

どの検討とともに、機械学習等の別手法による性能低

下率の算出や欠損項目の補完方法ついても検討を進め

ていきたい。 
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